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第 1章 自然再生の取り組みに至る経緯と背景 

 

（１）釧路湿原の概要と釧路川流域の歴史 

 釧路湿原は、釧路川1)に沿って広がる日本

最大の湿原です。現在の面積は約 2万 6千ヘ

クタール（約 258 平方キロメートル、湿原内

湖沼を含む面積）で、低地湿原の原生的な自

然が残されています。ハンノキの散在するヨ

シを主とした湿原（低層湿原）と、ミズゴケ

類を主とした湿原（高層湿原）、その中を蛇

行する河川からなり、他に類を見ない景観と

なっています。同時にこの湿原は、タンチョ

ウ、オジロワシをはじめとする鳥類、キタサ

ンショウウオ、エゾカオジロトンボなど、貴

重な野生動物の生息地ともなっています。ま

た、保水・浄化・洪水調節・地域気候を緩和

する機能など、人々の暮らしを支える重要な

役割を果たしています。 

 釧路湿原を涵養する最大の河川である釧

路川は、阿寒国立公園の屈斜路湖から流れ出

る延長 154 キロメートルの一級河川です。釧

路川は多くの支流を擁し、それらを含めた流

域面積は約 25万 1千ヘクタール（約 2507 平

方キロメートル）に達します（図 1-1）。 

 釧路川の流域には、釧路市、釧路町、標茶町、弟子屈町、鶴居村の 5 市町村が含まれます。

その人口は 1950 年代に急増し、現在は約 21.8 万人です（図 1-2）。そのうち釧路川流域の総人

口は約 17.7 万人（1995 年国勢調査）で、一次産業では酪農や漁業、二次産業では製紙業が主

な産業となっています。近年は、自然を生かした観光業（三次産業）も重要視されています。 

                                                   
1)釧路川の西側を流れる阿寒川も、かつては釧路川に流れ込む支流でしたが、現在
は別々に太平洋に流入しています。 

図 1-1．釧路湿原と釧路川流域の範囲 
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 流域の開発は1880年代より

始まりました。当初は周辺丘

陵地帯からの木材搬出が主た

る産業でした。1920 年には釧

路川の大洪水により多くの犠

牲者が出たことから、市街地

を流れる釧路川を上流域から

切り離す新水路（新釧路川）

工事が行われました。その後

釧路川を直線化するなどの治

水工事が本格的に始まるとと

もに、湿原の農地化が少しず

つ始まりました。1940 年代後

半からは、戦後復興に伴って

湿原周辺で森林の伐採が進め

られました。さらに戦後の食

糧不足の解消と農産物の安定供給を目指し、国の施策でこの地域を食糧生産基地とするため、

1960 年代から大規模な農地開発と河川改修が行われました。同時に、湿原南部では埋立てによ

り市街地の拡大が進みました。 

 

（２）釧路湿原と地域社会の課題 

 釧路湿原はおよそ 6,000 年の年月を経て形成されてきたといわれ、少しずつ自然の力で変化し

ています。しかし近年、周辺での人間活動の影響により、急激な変化が現われ始めています。 

 現在直面している最も重要な課題は、湿原面積の急激な減少です。1950 年には約 3.2 万ヘクタ

ールあった湿原は、2010 年には約 2.6 万ヘクタールにまで減少し、この 60 年間で約 2 割も消失

しています。この多くは農地や市街地の開発によるものです。流入する河川の周囲に広がってい

た湿原はほとんど開拓され、農地に変わってきました。しかし、水はけが悪いために、農地化が

困難で利用できない所も見受けられます。 

 また湿原の南側からは、市街地の拡大に伴って湿原を埋め立てて住宅地や道路、資材置き場等

に使用する面積も増大し、景観を損なうだけではなく、キタサンショウウオの生息地を狭めるな

どの影響が出ています。 

 一方で湿原内に土砂が堆積し、ハンノキ林が増加するなどの質的な変化も進行しています。そ

の背景には上流の河川や丘陵地の変化があります。流域の急速な農地化とともに、林地でも人工

林に転換される場所が増え、自然林が著しく減少しました。また、森林伐採や裸地の出現、管理

されていない作業道などにより、土砂の流出が激しくなりました。 

 さらに上流での河川の直線化なども手伝って、湿原内には多量の土砂が流入するようになって

います。これによりヨシやスゲ類の湿原内で点在していたハンノキの面積が拡大したり、湖沼で

急速に土砂が堆積し水生植物や淡水魚類も減少するなど、湿原の生態系に大きな影響を与えてい

図 1-2．流域の６市町村の人口推移 
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ます。同時に、近年改善されつつあるとはいえ生活排水や家畜排泄物の流入なども見られ、生態

系への影響も現実のものとなっています。これらの変化は、水産業にも影響を及ぼしている可能

性もあります。 

  自然は変化するものではありますが、この 40 年間に見られるような人為的な影響による急激

な変化は、野生生物のみならず人間にとっても好ましいものではありません。釧路湿原の自然環

境を保全・回復させるために、早急に対策をとる必要が生じてきました。 

 地域社会においても変化が見られています。流域の人口は 1985 年をピークに減少を始め、30

年後にはピークの半分近くまで減少すると予想されています（図 1-2）。全国的な傾向と同様に、

労働人口の割合も低下が続いており、流域での産業活動や生産基盤、農地のあり方も変化しつつ

あります。 

湿原は「豊かな自然環境」の一つとして注目が集まり、水質浄化、洪水の抑制、地球温暖化の

抑制といった面で、湿原の持つ価値が評価されるようになって来ています。また、観光にも活用

され交流人口の増加に貢献しており、全国随一の面積を誇る湿原と豊かな動植物の存在は、地域

社会に様々な利益をもたらしています。その一方で過剰な利用やマナーの悪い利用による環境へ

の影響についても議論が起こっています。 

 

（３）釧路湿原における環境保全の取り組みと自然再生の始まり 

 湿原は我々の生活にとって利用し難い環境であったこともあり大規模な開発は進んでいません

でしたが、高度成長以降，釧路地方でも農地や住宅地をはじめとする開発が盛んになりました。

その当時は、自然に配慮した開発が重要視されていなかったため、1971 年には北海道自然保護協

会釧路支部（現、釧路自然保護協会）が設立され、釧路湿原の重要性を認識して無秩序な開発に

歯止めをかけようという運動が始まりました。1973 年には、釧路地方総合開発促進期成会・釧路

湿原対策特別委員会から「釧路湿原の将来」と題して、「自然保護優先の原則」など、開発と自然

保護に関する３つの基本原則が定められました。この保護運動はその後、釧路湿原のラムサール

条約登録や、国立公園化につながっていきます。 

 釧路湿原のラムサール登録湿地指定は、1980 年に行なわれました。湿原生態系の重要性が認識

され、国内最初の登録地になりましたが、登録当初は湿原の中央部が指定されたのみでした。し

かし 1993 年にラムサール条約締約国会議が釧路市で開催されるに及んで、湿原の重要性とラムサ

ール登録湿地の意味を広く一般住民が知るところとなり、登録湿地も３湖沼を含むなど次第に拡

大し、より広い範囲に保全の網がかかるようになりました。 

 この流れと並行し 1987 年には、湿原の風致景観や野生生物の保護と利用の増進を図ることを目

的として、釧路湿原国立公園が指定されました。 

 しかしながら釧路湿原が広く知られるようになった当時は、バブル経済の時期でもありました。

各種の保護指定が湿原範囲にとどまって周辺の丘陵地を十分に含んでいなかったことから、湿原

周辺ではゴルフ場造成などのリゾート開発計画が進行することとなり、危機感を持った住民が全

国の支援により、ナショナルトラスト運動による湿原と周辺丘陵地の環境保全に取り組みました。

同時に釧路湿原の環境悪化を指摘して自主的に植林活動も開始されました。このように保全活動

は、地域から流域を単位とする保全へと展開しています。 
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 一般住民の環境に対する関心が一層高まったことも後押しして、行政による具体的な湿原保全

の動きが始まりました。1995 年には北海道が、釧路湿原の保全施策を進めるための「釧路湿原保

全プラン」を策定しました。また、河川法改正などの動きも受けて、1999 年には学識者や関係行

政機関からなる「釧路湿原の河川環境保全に関する検討委員会」が設立され、関係省庁や自治体、

NPO・NGO などによる検討が行なわれるようになりました。 

 2002 年に「過去の社会経済活動等によって損なわれた生態系その他の自然環境を取り戻す（自

然再生法のあらまし）」ことを目的とした自然再生推進法が公布されたのに基づき、2003 年 11 月

には「釧路湿原自然再生協議会」が発足し、釧路湿原の自然再生の取り組みが始まっています。 

 

（４）10 年間の自然再生事業の取り組みと成果 

 協議会の発足時、構成員は個人 56 名、36団体、11 関係行政機関および 14 のオブザーバーで始

まりました。また具体的な事業について報告･議論する 6小委員会が作られ、それぞれ活動を開始

しました。協議会には、10 年間 100 以上の個人･団体数が参加しつづけており、全国的にも最大

規模の多くの関係者が参加する場となりました（表 1-1）。釧路湿原は「自然再生」の取り組みの

象徴的な場所として内外に広く知られました。 

 この枠組みの中で 10 年間で 8 つの実施計画が作られました。茅沼地区では、2010 年に北海道

開発局釧路開発建設部が直線化された河川を元の蛇行河川に復元する事業を実施し、蛇行復元区

間の氾濫原が拡大し湿原植生面積が増えたこと、川の流れの早さや深さなどが多様化し、直線区

間と比較して魚類等の種類・個体数が増加したこと、湿原景観が復元したこと、洪水時の土砂堆

積による下流への土砂が減少したことが確認されています※1。 

 久著呂川地区では、流域内の開発によって湿原へ流入する土砂量が増加し、以前よりも多くの

土砂が湿原内に堆積されることによる湿原生態系への影響が懸念されていました。北海道開発局

釧路開発建設部、北海道釧路総合振興局などは「土砂流入対策実施計画〔久著呂川〕」を策定し、

河道の安定化対策、沈砂地、水辺林・緩衝帯、土砂調整地の整備等により、湿原内部へ流入・堆

積する土砂を 4 割軽減する目標を設定しました。また、2013 年までに実施した対策により、湿原

内部へ流入・堆積する土砂を軽減する成果が得られています。 

 達古武地区では、カラマツの一斉造林が進み、生態系の質の低下が課題となっていた湿原や湖

沼に隣接する丘陵地において、環境省が 2005 年から地域本来の落葉広葉樹林を取り戻す事業を実

施しています。また、NPO 法人トラストサルン釧路は、過去の開発行為でササ地になるなどの荒

廃地した丘陵地での自然林再生に取り組んでおり、2003 年に苗畑を設置してから、これまで約 4
万本の苗木を植林しています。いずれも、遺伝的かく乱を防ぐため、植栽する苗はすべて地域産

の種子を採取して育てているため、膨大な手間と時間を要していますが、長期的には大きな成果

が期待されています。また、達古武湖では、周辺部の開発によって近年水質が富栄養化し、水草

のヒシが急増して、他の水生植物に影響与えるなど本来の自然環境からの劣化が確認されている

ことから、環境省が「達古武湖自然再生事業実施計画」を作成し、その原因の一つである、過去

に埋設された堆積糞尿の撤去を進める事業を実施しています。 

 その他にも、幌呂地区や広里地区においても湿原再生事業の取り組みが始まっています。いま

だ確立されていない湿原再生手法を検討するための現地実験やハンノキ林が急拡大した原因等に

今回新設 
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ついて調査が実施されており、釧路湿原に適した再生手法や土砂流入以外のハンノ林の増加原因

が明らかになりつつあります。、雷別地区では、トドマツが枯死してササ地となった区域の森林再

生事業が実施されています。 

 市民参加と環境教育促進については、2005 年 6月に市民参加と環境教育促進のための５カ年計

画「釧路湿原自然再生普及行動計画」を策定し、毎年度の具体的な取組みを「ワンダグリンダ・

プロジェクト」として公募、支援してきました。そこでは、流域圏外を含む様々な主体による、

釧路湿原の保全や利活用に関わる多様な活動が展開され、湿原と市民の接点や参加・体験の機会

は広がってきています。 

 2014 年には鶴居村で、協議会、役場、観光協会の協働により自然再生とツーリズムをつなぐ流

域ガイドマップが作成されました。復元された旧川はカヌーの好コースとして活用されており、

湿原の価値や保全・再生による地域の利益は少しづつ知られるようになってきています。 
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 旧川復元や、掘削残土の撤去によって周辺の自然環境が再生され、目標としていた 4 つの「期待さ

れる効果」（湿原河川本来の魚類などの生息環境の復元、氾濫原の再生による湿原植生の再生、湿原景

観の復元、湿原中心部への土砂流出などの負荷の軽減）の発現が確認されています。また、カヌーや

釣りなど地域の観光資源や環境教育の場としても当該箇所は活用されています。 

 

■ これまでに実施された主な取組みの紹介 ■ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※1 北海道大学大学院農学研究院の中村太士教授らによる、茅沼地区旧川復元を科学的に検証した研究論文「釧

路川における水文地形及び湿地生物にとっての蛇行復元の重要性」平成 26 年 5 月、米国の学術誌「Restoration 

Ecology（復元生態学）」電子版に掲載。 
Nakamura, F., Ishiyama, N., Sueyoshi, M., Negishi, J. and Akasaka, T. (2014) The significance of meander 
restoration for the hydrogeomorphology and recovery of wetland organisms in the Kushiro River, a lowland 
river in Japan. Restoration Ecology 22: 544-554 

 釧路湿原茅沼地区の旧川復元の変遷 ※ 
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【幌呂地区での湿原再生】 地盤の切り下げ 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

湿原植生の回復を図るため、水循環小委員会での知見を踏まえ、計画的に地盤の切り下げ及び未利

用排水路の埋め戻しを実施しており、地表面が地下水位に近づくことで湿原植生の回復を図っていま

す。現地施工後は、モニタリングを実施し湿原植生の回復状況を確認すると共に、オオアワダチソウ

等外来種の再生状況に応じて再度地盤切り下げを行う等、順応的管理に基づき事業を進めています。

また、ヨシ移植の現地見学会も実施して、広く市民の方々にご理解頂く活動も行っています。 

ヨシ移植の現地見学会 学識者とのモニタリング 

地盤の切下げ 未利用排水路の埋め戻し 

平成 25 年 5 月 28 日撮影 平成 26 年 7 月 30 日撮影 
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【広里地区での湿原再生】  ハンノキ林拡大要因解明、旧農地再生 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

河川流入量 

500.8 万(88.1%) 

広里地区では、急拡大したハンノキ林の原因の究明と、未利用地となった農地の再生手法を検

討しました。 

1970 年代頃  

☆ハンノキ林が急激に拡大 1960 年代後半以降 

 ☆湿原植生の劣化 
【要因の把握】 

● 築堤や流路改変（1930 年代）による

水位低下などの水環境の変化に加え、

湿原火災（1967 年）がきっかけで一時

的にハンノキの種子が育ちやすい環境と

なり、急拡大したと推定される。 

 

【コントロール手法の検討】 

● 現在は種子による更新はなく、ぼう芽更

新のみで長期的には衰退傾向 

● 伐採により樹勢を弱らせ、ぼう芽更新を

抑えることで、ハンノキ林をコントロールで

きる。 

 

【旧農地の再生手法】 

● 農地などの近隣

地に影響を及ぼさな

い再生手法の検討 

 

※ ハンノキ林の拡大原因は様々であり、ここで

の検討結果は広里地区に関するものです。 

 

・関連文献 
山田浩之ほか（2004）自然再生事業対象区域釧路湿原広里地区における湿原環境の実態－酪農草地化および河川改修が湿原

地下水環境に及ぼす影響－．応用生態工学, 7(1), 37-51 
中村隆俊ほか（2004）自然再生事業区域釧路湿原広里地区における湿原環境の実態－植生と環境の対応関係からみた攪乱の

影響評価－．応用生態工学, 7(1), 53-64. 
Nakamura T et al.(2013) Phytometric assessment of alder seedling establishment in fen and bog: implications for forest 

expansion mechanisms in mire ecosystems. Plant Soil, 369, 365-375. 
Nakagawa Y. et al.(2012) Changes in nitrogen and base cation concentrations in soil water due to the tree cutting in a wetland 

alder forest in the Kushiro Wetland, northern Japan. Limnology, 13(1), 27-36. 
Shida Y. et al.(2009) Factors determining the expansion of alder forests in a wetland isolated by artificial dikes and drainage 

ditches.Wetlands, 29(3), 988-996,. 
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【釧路川流域の水循環】 

 釧路川流域の水循環メカニズムについて、地下水シミュレーションにより解析・検討した結果、

湿原を取りまく水の移動現象を概ね解明しました。ここで得られた知見は、湿原再生小委員会の

施策検討（幌呂地区湿原再生事業）に活用されました。また、年 1 回の講演会により、広く市

民の方々にご理解頂く活動も行っています。 

現在は、水と一緒に湿原へ流入している窒素、リン等の栄養塩について調査・検討を進め、栄養塩

類等の物質循環の把握に努めています。 

 表層水 

釧路湿原の水循環メカニズム 

釧路湿原の水収支 

湧水量 

5.2 万(0.9%) 

 

 

一日に流入・流出する水の量は、赤い線で囲まれた範囲で

ほぼ同じ約 570 万 m3/日となっている 

単位【m
3

/

日】 

1 日の流

入量 

約 570 万 

1 日の流出

量 

約 570 万 
 

降水量 

51.4 万(9.0%) 

蒸発散量 

13.7 万(2.4%) 

河川流出量 

554.7 万(97.6%) 

河川の出入りがほとんどで、湧き水と地下水は、湿原を潤し、

ゆっくりと流出している。 

 ⑥表層水 

・降水、河川水位等に影響される 

②中部泥層（Ac） 

・湿原に広く分布する 

・上下の水のやりとりを 

阻害している 

その他 

・釧路層群 K：湿原域の下部は被圧状態 

・浦幌層 Ur：水理地質的基盤（難透水性） 

①地形 

・西側の方が東側よりも集水面積 

（涵養面積）が大きく標高も高い 

④丘陵部の地下水 

・年間通じて概ね一定 

⑤丘陵縁辺部からの湧水 

・湿原東側よりも西側の方が 

湧水量が多い 

・湧水量は年間通じて概ね一定 

③湿原域の地下水 

・中部泥層（Ac）の上下で 

地下水位が異なる 

凡 例 

河川流入 

河川流出 

湧水 

水収支検討範囲 
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 河岸侵食や河床低下が見られる久著呂川の中流部において、床止工と河道拡幅等により河道を安

定させ、土砂生産を抑制することで湿原に流入する土砂量の軽減を図っています。 

【久著呂川流域での土砂流入対策】 河道安定化対策 

 

対策後の状況対策前の状況

床止工

護岸工

護岸工

河道拡幅

平成24 年撮影平成15 年撮影
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【久著呂川流域での土砂流入対策】 土砂調整地 

 

 

 

 
 

 

 

湿原流入部に土砂調整地を整備することにより、湿原より上流部では捕捉することが難しい細

粒土砂を捕捉し、湿原内部へ流入し堆積する土砂の軽減を図っています。 

越流部からあふれる濁水 平成 25 年 9 月撮影 土砂補足状況 平成 25年 6月撮影 

人工ケルミ 

土砂調整地側 越流 

 

 

土砂調整地で
土砂を捕捉する

人工ケルミ

越流部から濁水があふれる

久著呂川

久著呂川湿原流入部土砂調整地（下流側より）

越流部 

越流部 

平成 24 年度完成 
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ヒシの刈取り 

刈取りを実施した箇所からヒツジグサを確認 

水生植物回復のシナリオ    

 市民参加型のイベントの開催 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

物栄養塩類を含んだ土壌の除去 

【達古武湖の湖沼環境の再生】 

達古武湖では、繁茂しすぎたヒシの刈り取り、栄養塩類を多く含んだ土壌の取り除き、流域

全体で栄養塩類負荷を下げるための普及啓発を図ることで、かつての多様な水草が生育できる

水環境の再生を目指しています。 
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【達古武地区での森林再生】 

苗畑の状況 植林の状況 

達古武事業再生地 

自然散布の他、地区内の種子を採取し、苗を育て、植林することで，カラマツの一斉造林が進んだ

丘陵地を地域本来の落葉広葉樹林に取り戻す事業を実施しています。 

種子採取の様子 
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 NPO 法人トラストサルン釧路は、過去の開発行為でササ

地になるなど荒廃していた達古武流域内の所有地で自然林

再生に取り組んでいる。2003 年に苗畑を設置し、流域産

の苗木の生産を開始した。これまで約 4 万本の苗木を生産

し完成したものから順次植栽している。 

 植栽にあたっては、市民参加での取り組みを進めている。

防鹿ネットの設置や、シカの被食が少ないケヤマハンノキ

などを優先した植栽の結果、無立木地の森林化が進んでい

る。さらに、森林の多様化を目指しミズナラ、ハルニレ、

ヤチダモ、カツラなど多種の自生種の植栽を進め、自然林

の再生を期している。隣接する二次林ではハルニレやアオ

ダモなどがシカの被食により枯死するケースが目立ち、対

策を検討している。 

 苗木の生産は、2006 年まで環境省との協働事業で進め

られたほか、民間助成金と篤志家の遺言による資金提供と

地域の社会福祉団体などのボランティアによって行われて

いる。実地に基づく試行錯誤と工夫により、多種の苗木づ

くりに成功してきている。作業は環境教育の視点で研修と

して進めており、ミズナラを発芽 3 年で完成苗にするなど

苗木生産技能の習得で成果を上げている。 

 

【達古武地区での森林再生】 市民参加による NPO トラストサルン釧路の取組み 

自然林再生対象地・達古武 24（上は取

組み開始時の 2004 年、下は森林化が進

んできた 2013 年） 

上はイタヤカエデの床替作業（2014

年）、下は 2010 年に播種して、2013

年秋に完成したミズナラの苗 

再 生 対 象 ト ラ ス ト

地・達古武 24 

苗畑 植栽地 
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【雷別地区国有林での森林再生】 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 

  
  
  
  

森林の再生のイメージ 

 雷別地区国有林から流れ出る水は、シラルトロエトロ川を通じ、釧路湿原の一部であるシラ

ルトロ沼に流れ込みます。本国有林では、７０年生を超えるトドマツ人工林が平成 １２年に

気象害に遭い、ササ地となりました。低下した土砂の流出や崩壊を防止する機能を高め、雷別

地区本来の広葉樹林に戻すため、森林の再生の取組みを行っています。 

太平洋 
釧路川流域と 22 の小流域 

凡例 

国有林 

小流域界 

民有林 

雷別地区国有林 

屈斜路湖 

釧路川 

シラルトロ沼流域 

シラルトロエトロ川

シラルトロ沼 

 

高校生による植樹ボランティアによる植樹事業開始前の自然再生事業地

森林の再生のイメージ 
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【持続的な利用と環境教育の推進の取組み】 

①行動計画の策定（2005、2010） ②ワンダグリンダ・プロジェクト 
の実施（2005～） 

③ワンダグリンダ・サポーターによる
情報発信（2008～） 

④ワンダグリンダ参加者交流会
（2006～07，2012～13） 

⑤WEB サイトの運用（2005～） 

ニュースレター配信（2006～） ⑥パネル展示(2006～) 

航空写真展示(2011～） 

⑦フィールドワークショップ（2008～） ⑧自然再生への参加機会づくり（2012～） ⑨自然再生の見学会（2011～） 

■行動計画ワーキンググループによる普及活動 

■環境教育ワーキンググループによる学校での湿原学習の支援 

⑩学校の湿原学習実施状況・意

向調査（2007，2014）2008
⑪環境教育ガイドブック 
（授業プログラム集）発行

（2009） 

⑫教科学習向け教材の作

成・提供（2013～） 

⑬教員研修講座（2013～） 

⑭湿原学習を支援する団

体・施設の情報提供
（2008～） 

■自然再生事業と地
域産業との連携 

⑭鶴居村釧路湿

原流域ガイド
マップの発行 

（2014） 

⑬鶴居村でのワークショッ
プ（2013～14） 

⑮ガイドマップを活用したモデルツ
アーの実施（2014） 
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（５）自然再生事業の課題と今後 

 10 年間のさまざまな取り組みが始まった一方で、課題も明らかになってきています。個別の事

業における試験的な取り組みの成果は蓄積されてきましたが、釧路湿原および流域全体にどのよ

うなこうかをもたらしたかという評価、各事業の成果を他の地域へ適用して広げていく取り組み

はほとんどできていないのが現状です。また、小委員会ごとの議論・事業が中心になっているこ

とから，流域視点の原則（生態系のつながりがある流域全体を対象に考える）に則して展開して

いく必要があります。 

 協議会の構成員数は、維持されている一方で、

諸会議への出席者は減少しており（図 1-3）、各

委員からも協議会のあり方や課題解決のあり方

について指摘がありました。その課題の一つとし

て、再生の取り組みが行政機関による大掛かりな

事業に限られ、地元自治体や民間団体、個人によ

る活動が少ないことがあります。また、受動的再

生の原則である、残された自然の保全への取り組

みがさらに必要であることも指摘されています。

協議会や委員会の運営に関しては、説明や議論を

する時間が足りず、各委員の十分な理解につなが

っていないという意見も出ています。さらに、こ

の湿原再生を通して湿原生態系の重要性を多くの流域市民に伝えることができていなかったとい

う反省もあります。 

 釧路湿原の自然再生は、過去に損なわれた自然を積極的に取り戻そうとする取り組みですが、

地域社会の視点からの必要性の認識や、地域の生活や産業と関わるような取り組みはまだ芽生え

てきていません。 

 これらを踏まえ、今後の方針としては、釧路湿原の恩恵を「生態系サービス2」などにより、一

般の人にも分かり易い形で表現することや情報の発信や環境教育のさらなる推進などで、釧路湿

原自然再生に対する市民への理解を深めていくこと求められます。また、民から官まで各層がそ

れぞれの立場であるいは協働して自然再生に努力できる運営を目指す必要があります。具体的に

は、釧路湿原全体を見通した現状の把握と評価、その中で自然再生に必要な取り組みとその優先

順位を考えること、良好な自然環境の保全に関わる取り組みも重視すること、民間団体等が現に

実施している活動を支援する仕組みづくり、地域の産業・経済・暮らしとのかかわりをテーマと

することなどが取り組むべき課題として挙げられます。 

なお、今回の見直しでは、そのような課題に取り組むために、従来の「6．持続的な利用と環境

教育の促進」の施策を、釧路湿原と地域の産業との連携のあり方や情報発信や環境教育等の啓発

面を強化するために、「6．自然再生を通じた地域づくりの推進」と「7.自然再生の普及と環境教

                                                   
2 釧路湿原における「生態系サービス」については、次頁の【生態系サービス－釧路湿原が持つ価値－

について】を参照のこと。 

  図 1-3．協議会構成員数・出席者数の推移 

※吹き出しは策定された事業実施計画等の名称
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今回新設 
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育・市民参加の促進」の 2 つの分野に分けて整理しました。これにより釧路湿原自然再生と地域

社会との結びつきがこれまで以上に強くなることが期待されます。 

 

 

 

 ※【生態系サービス】 －釧路湿原が持つ価値－ について 

近年、人間が自然から受ける恩恵を「生態系サービス」と呼び、自然環境の多様な価値の評価が

試みられています。 

釧路湿原は、 

・ 洪水時の遊水地として被害リスクを低減する働き 

・ 富栄養化の原因物質である窒素、リンを低減する能力 

・ 鉄分の供給による沿岸海域の生態系を育む働き 

・ 温室効果ガスである二酸化炭素を吸収し、炭素を貯留する働き 

・ 野生動植物への生息・生育環境の提供 

・ 観光への貢献 

などの機能を有しており、社会に大きな恩恵をもたらしています。 

 

釧路湿原は、流水量をコントロールして、下流の釧路市や釧路町を洪水から守る遊水地としての

働きがあります。年間の二酸化炭素吸収量は約 4 万 5000 トン、炭素貯留量は年間約 1130 万ト

ンであり、1 年間に窒素・リンを低減する能力は約 195 万人分の排出量に相当し、これを下水処

理費に換算すると、約 858 億円/年と評価され、地球温暖化や水域の富栄養化の低減に貢献してい

ます 

また、湿原は森林よりも多くのミネラル分を供給しているとの報告があり、釧路湿原から流出す

る溶存鉄は、植物プランクトンや海藻類を育み、沿岸域の生態系を豊かにし、漁業に大きく貢献し

ていると考えられます。さらに、天然記念物で日本を代表する鳥類のひとつであるタンチョウをは

じめ、イトウ、キタサンショウウオなどの希少な野生動植物に生息・生育環境を提供し、数多くの

生物を育んでいます。 

観光面においても、これまで実施されたアンケート結果では、釧路市を訪れる観光客の半数近く

が釧路湿原に魅力を感じている傾向が見られ、釧路市の観光消費額の 211 億円に大きく貢献して

いると考えられます。 

以上は釧路湿原が持つ価値の一例で、釧路湿原はその他にも多様な価値を有しています。 

このような釧路湿原が持つ多様な価値を守っていくためにも、釧路湿原の環境を維持・保全する

ことは非常に重要です。 
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第 2章 自然再生の基本的な考え方と原則 

 

（１）釧路湿原における「自然再生」とは 

 本構想が提案する自然再生は、過去に損なわれた自然を積極的に取り戻そうとする取り組みで

す。「自然再生」という言葉は、あまりなじみがありませんが、ここでは自然再生基本方針も踏ま

えて、より広く、自然の保全・回復・復元・修復・維持管理・創出などの概念を含むものとして

定義します3。したがって、自然をそのままの形で残すことから、自然の質を高めるような工夫を

することまでを含みます。大きな目標に向かって、様々な取り組みを効果的に組み合わせていく

ことが重要なのです。 

※（言葉の参照）4 

 自然を取り戻す試みは、さまざまに議論されています。地域の状況に合わせて、よいやり方を考えていく

必要があります。釧路湿原では、「創出」するケースは少なく、「保全」や「復元」「修復」が主になるものと

思われます。 

保全: 今残されている良好な自然を良好な状態で維持すること。 

回復: 自然が自律的に元の姿に戻っていくことを維持・支援すること。 

復元: 過去にあった自然の姿を人間の手で取り戻すこと。 

修復: 自然のもつ機能を人間の手で高めること。 

維持管理: 人間の手で生じた自然の良好な状態を人間の手で維持していくこと。 

創出: 自然がほとんど失われた場所に良好な自然を人間の手で作り出すこと。 

 

（２）自然再生を実施する上での原則 

 ここでは、自然再生に取り組む上で重要な原則を示します。全ての取り組みは、この原則に従

って実施されます。   

①生態系のつながりがある流域全体を対象に考える（流域視点の原則） 

 自然の抱える問題を解決するためには、社会的

な単位にとらわれずに方針を立てていく必要が

あります。特に湿原生態系は複雑な結びつきで、

湿原－河川－森林と広い範囲に関わりを持ちま

す。今までは、個々に取り組んできましたが、こ

の自然再生ではまず流域全体で現状把握を行な

い、各対策の成果も流域全体で評価する必要があ

ります。 

                                                   
3 自然再生推進法では、「自然再生」の定義として「保全・再生・維持管理・創出」としていますが、

ここでは「再生」という言葉を避けるとともに、いろいろな「再生」の形があるということを詳し

く紹介しています。図の方も参照してみて下さい。 
4 海外では自然再生に関する議論や研究が盛んに行なわれており、それぞれの用語は英語では以下のよ

うに表現されています。 

   保全 conservation、回復 recovery、復元 restoration、修復 rehabilitation、 

   維持管理 maintenance、創出 creation 

流域全体で現状を把握し 、

方針を 立てる！

社会的な 単位にとらわれて、

その中だけで考えてはダメ！

○

○

!

!

??

??
!
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②残された自然の保全を優先し、できるだけ自然の復元力にゆだねて、自律的な自然の回復

を目指す （受動的再生の原則）5 

 自然再生の本質は、人間が自然に対

して能動的な「創生」「修復」より、自

然に対して受動的な「保全」「回復」に

あります。第一に残された良好な自然

を守ることを優先し、その上で自然の

復元や修復を図っていくべきです。自

然に対して「何もしない」ことも、大

切な選択であると捉える必要がありま

す。また、自然の力にゆだねる方法（受動的方法）があるならば、それを優先すべきです。  

 保全を優先するという考え方はラムサール条約の勧告の中でも述べられています。これは①未

だ不可知な部分がある自然を人間がつくることは難しく、おこがましい、②手をかけない手法の

方がコストが低くて済む、という二つの理由から保全の方が手法として優れていることを示して

います。 

 また、自然の劣化が著しく、はじめは能動的な手法が必要な場合でも、徐々に自然の回復力に

ゆだねるようにします。最終的には自然が自らの力で維持する自律的な状態を目指すことを基本

とすべきです。  

 

③科学的な知見を集積し、現状を把握する （現状の科学的な把握） 

 生態系は多様な要素と関係からなる複雑な存在で、絶

えず変化を続けています。この生態系については、いま

だ十分に分かっていないため、科学的な知見を集積しな

がら進めていくことが重要です。特に、再生を行なう対

象地の現状について様々な視点から情報を収集して、事業による変化の予測をたてることが重要

です。希少な生物や地域産業への影響については、特に丁寧に把握することが重要です。 

  

④長期的な視野で具体的な目標を設定する （明確な目標設定） 

 自然再生は短期間ではなかなか成果が

出ないため、長期的な視野で取り組む必要

があります。しかし、明確で客観的な目標

を設定しなければ方向性や手法が定まり

ません。生態系の変遷を踏まえて、各取り組みについて具体的な目標を設定する必要があります。 

   

                                                   
5 自然再生事業に対しては「形を変えた公共工事ではないか」という批判があります。そうではないこ

とを示すため、「まずは残された自然を守ることから考えるのだ」ということを強調している原則で

す。 

保全を 第一に考える 。自然の力にゆだねる方法があ

れば、それを 優先さ せる！「 何もし ない」 のも 選択肢！

このまま自然にゆだねよう ここは

大切に

現状の把握、事業による

変化の予測を 科学的に

しっかりやる！

自然は
難しい. . .

成果を急がない！

明確で客観的な目標を

決める！

自然を取り 戻すには
時間がかかる. . .

でも、目標はキチン
と 立てるべし！
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⑤各施策は結果を評価・検証しながら、補正して対応できるように運用する （順応的管理

の原則） 

 具体的な取り組み方法を決めるためには、そ

の結果について科学的な予測を行なう必要が

あります。そして実施し始めた後にも、慎重で

丁寧に取り組み、その結果をモニタリング（定

期的な検証）する必要があります。さらに目標

に照らして評価しながら、取り組みの修正を行なうことが重要です。そのために取り組む手法は、

修正が困難な手法は極力避け、後でその成果を客観的に評価・修正できるようにします。 

 

⑥良好で多様性のある自然を取り戻すという目標のために、修復も選択肢に含める （自然

の保全・復元と修復）6 

 自然再生の目的は、良好で多様性のある自

然をなるべく取り戻すことです。その目標に

少しでも近づけるための様々な工夫や取り組

みも「再生」の一つとして重要です。過去の

状態を完全に復元することだけを目指すので

はなく、自然の良好な機能をとりもどすこと

（修復）も検討する必要があります。土地利

用や産業との関わりで復元が困難な地域でも、自然を取り戻すために可能な取り組みをすること

が大切です。 

 

⑦地域の産業や治水・利水と自然環境の効果的両立を目指す （地域産業・治水との効果的

両立）7 
 湿原周辺の流域では、農林業をはじめとす

るさまざまな地域産業が営まれています。こ

れらの産業を維持・活性化することと両立す

るように自然再生は進めていかなければなり

ません。そのために、再生の対象地を検討す

るときには、すでに産業に不適であることが

明らかとなっている場所などから考えていく必要があります。 

 一方で、希少な自然環境を残すために特に重要な地点については、優先的に再生を検討する必

要があります。 

 地域産業を営んでいる地域においても、周辺の環境に配慮する工夫をすることで、湿原の保全

                                                   
6 過去が良かったからといって、全てを過去に戻すのは不可能です。ここでは、質を高めるための工夫

も「再生」の一つで、積極的に取り組みましょうと述べています。 
7 ここでは、地域産業に配慮した形で進めることの重要性にふれ、産業に不適な場所を再生するのが基

本であることを示しました。「効果的」という言葉には、地域産業・環境保全それぞれに有意義なよ

うに進めていきましょうという願いを込めています。 

結果を 常にモ ニタ リ ン グ

し 、目標からずれたら 、方

法の修正をする。

何でも慎重に、
　丁寧に！！

立ち止まって考え直すのも大事だ！

過去の状態に完全に戻せなく

ても 、自然の持つ良好な 機能

を 取り 戻すために、様々な 取

り 組みをすること が重要！

過去の状態には戻せない
けれど、できることはある！

「 修復 」で
自然の質は
高まった！

地域産業の維持・ 活性

化と 、環境の保全がな

る べく 両立 する よう に

再生の場所や方法を 考

える

自然に戻すのは、産業に向いて
いないところから考えて！

貴重な生き物は絶滅したら取り 返し
つかないから、優先的に考えて！

一次産業が元気に
維持されないと！
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と産業の活性化の両立を図ることが重要です。 

 河川については、治水・利水のための管理を行なってきたことを踏まえつつ、本来のダイナミ

ズムを持った状態の再生を目指す必要があります。 

 自然を利用する農業・漁業及び観光業のような地域産業の持続的な発展を目指し、地域の価値

を高めることも自然再生の目的の一つです。 

  

⑧地域の多様な人々が連携・参画し、地域の将来をともに考える（多様な主体の参加の原則） 

 自然環境の課題は全ての人々との関わ

りを持ちますが、地域社会の役割は重要で

す。地域の資産である湿原は、（原則⑦の

ためにも）地域の意思に基づき保全・再生

される必要があります。このため、自然再生は事業の計画段階から実施、評価に至るまで、流域

の全ての利害関係者の参画の下に進めていくことが求められます。 

 特に、自然再生の効果は長期間かけて観察・検証する必要があることから、地域の多様な人々

が関心を持ってモニタリングに参加し、状況や評価を専門家と共有しながら地域の将来像ととも

に自然再生を考えていくことが望まれます。同時に、地域の主体が自ら取り組む自然再生や、地

域内外からの直接・間接の参加を広げるため、参加への支援や機会づくりを進めていくことが必

要です。 

 

⑨十分な情報の公開と説明、対象に応じた効果的な情報発信を行う （情報共有の原則） 

 自然再生には、関わる多くの人々の理解

と合意形成が不可欠であり、湿原の現状と

保全・再生の必要性、計画・実施内容、成

果・課題等、関連する情報は、検討過程も

含めて迅速に公開し、広く社会と共有する必要があります。 

 自然再生に関する情報は専門用語やデータが多く、難解なものとなりがちです。このため、単

に計画・報告書や会議資料等を公開するだけではなく、わかりやすい説明、対象に応じた効果的

な発信手法の選択等が必要です。 

 さらに、情報公開・提供だけではなく、地域や市民との相互の情報の交流（コミュニケーショ

ン）を積極的に進めていくことが大切です。 

地域のなるべく 多く の人に

関わってもらう！

地域に不利益がな いよう

配慮を！

環境の問題は、地域の全て
の人に関わりがあります！

計画の段階から 情報を

共有し 、透明性を 保つ。

人々の意見を積極的にと

り入れる。
みんなで考えるためには、
最初から参加させて！



 見直し案― 25 

 

⑩地域の自然環境と、地域の産業・くらしとの関わりに対する理解を深める （環境教育8の

推進）9 

 自然再生を進めるためには、湿原やそこ

にすむ生き物たちの生態、その経済・社会

的な価値が広く認識され、経済活動や日々

のくらしの中で行動や選択に活かされるようになることを目指す必要があります。 

 このための環境教育が、学校および地域社会において、対象者や学びの段階に応じて展開され

ることが重要であり、担い手の育成を進めるとともに、取り組み主体や学習者を支援していくこ

とが必要です。 

 さまざまな取り組みが試行的に実践される自然再生事業は、環境教育の絶好の教材であり、原

則⑦や原則⑧のためにも活用が期待されます。 

 

 

 

                                                   
8 ここでいう「環境教育」は、学校で行われる環境学習だけではなく、公共施設や市民活動、職場、家庭など、

広く地域のさまざまな場面で行われる学習や体験の機会を含みます。また、自然や環境問題の知識を習得するだ

けではなく、それらと社会、経済、文化とのつながりについて気づき、理解を深め、様々な参加、行動につなげ

ていく活動までを幅広く含みます。ESD（持続可能な開発のための教育）と同等の教育を意味しています。 

9 推進法では、自然環境学習の推進の必要性に言及しています。ここでも、地域の自然環境や産業への

理解を深める取り組みの重要性についてふれました。 

環境教育的な効果を持つ

取り 組みや場を持つこ と

に配慮する
湿原のことを学ぶ
いいチャンスだ！
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第 3章 自然再生の対象となる区域 

 

(1)基本的な考え方 

 もっとも重要な保全対象は釧路湿原です。そして、生態系のつながりを持った流域全体を自然

再生の取り組み範囲として考えます。 

   

(2)対象範囲 

 釧路湿原をつくりだした釧路川水系の集水域（分水嶺から河口までのすべての流域）を基本的

な対象範囲として考えます（注）。面積は約 25.1 万ヘクタール、流域は大小多数の支川の集水域

からなりたっています（図 3-1）。関係する市町村は、釧路市・釧路町・鶴居村・標茶町・弟子屈

町の 5つの市町村です（図 3-2）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

注）ただし、阿寒川水系に関しても、かつ

て一体であった南部の湿原については、

つながりを配慮しながら考えます。また、

最下流に位置する海域に関しても影響を

考慮します（図 3-1） 

図 3-1.対象範囲の流域 図 3-2.関係する 5 つの市町村 



 見直し案― 27 

第 4章 自然再生の目標 

 

目指す姿10 

 この自然再生が目指すのは、この地域に本来生息している生き物たちが絶滅することなく生き

ていける環境11、そして私たちの暮らしに豊かな恵みをもたらす「水と緑の大地」を取り戻す12こ

とです。 

 

◇思い描くイメージとしては．．．？ 

 タンチョウやシマフクロウ、イトウ13などがすむ多

様な生命の環、 

 川から海にわたる豊かな自然の幸、美味しい飲み水、 

 雨が降っても土砂で覆われることの少ない水辺、安

らぎや感動を与えてくれる湿原景観・・・。 

 こうした豊かな恵みを受けながら、地域の人々が暮らし、子どもたちが自然について学ぶ・・・。 

◇それは具体的にはいつ頃のイメージ．．．？ 

 急速な悪化が進む以前の、国際的に価値が認められたラムサール条約登録前のような湿原環境14

を一つの姿とします。 

 そのような環境を取り戻していくことは大変なことで、50 年、100 年といった時間がかかるか

もしれません。しかし、その実現のために湿原に関わる多くの人々が協力し、行動していくよう

になることが、目指している姿なのです。 

   

(2)流域全体としての目標 

１．湿原生態系の質的量的な回復（生物環境） 

 流域に残された良好な自然の保全をまず優先させながら、それに加えて周辺の劣化した生態系

の復元、修復を進めることにより、健全な湿原生態系を回復します。 

                                                   
10 ここでは、多くの人にイメージしやすい「目指している姿」を言葉で表現してみました。また、具

体的な生き物や時期について確認したい人のために、別の表現もしています。この目標は、必ず達

成しなければいけない評価対象というより、みんなで持つ「夢」の姿と考えています。 
11 さまざまな生き物たちがお互いに関わりながらす形づくっている自然環境を大事にすること（生物

多様性の保全）を示しています。 
12 生物多様性は、食料や水の供給、気候の安定などを通して、私たちの暮らしに欠かせない恵みをも

たらしています。近年その内容が寄り詳しく整理され「生態系サービス」と呼ばれるようになって

います。 
13 ここでは釧路湿原の本来の姿のより象徴的な生き物の名前を挙げました。タンチョウは湿原に営巣

するツルで、明治期には絶滅の危機に瀕していましたが、近年は回復傾向にあります。シマフクロ

ウは、北海道の生態系の頂点となる猛禽類の一つで、過去には釧路川水系の上流部で確認されてお

り、今後の定着が期待されています。イトウは大型のサケ科淡水魚類で、釧路川水系の一部の河川

に現在も少数確認されています。 
14 ここでは、目指す目標像の例として、ラムサール条約登録時（1980 年前後）の湿原を挙げていま

す。すでにこの当時に改変が進んでいる環境があったり、変化の要因が内在していたりしており、

単にその後の改変を再生して戻すという意味ではありません。 
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○湿原面積の減少に歯止めをかけて、現在の湿原面積15を維持する。 

○生態系の上流から中流・下流に至るつながり、陸域から水域に至るつながりを回復するために、

流域の河川や丘陵地の森林の質や量を改善する。 

○現在の土地利用や産業との関係から以前の状態に戻すことが困難な場合にも、それらと両立さ

せながら生態系の質を可能な範囲で改善・向上させていく。 

○これらを通じて、地域の生物種を絶滅させないようにする。 

 

２．湿原生態系を維持する循環の再生（物理・化学環境） 

 湿原を支える豊富な湧水や地下水も含めた流域の健全な水循環と、その良好な水質を回復しま

す。 

 数千年かけてつくられてきた泥炭の上に成り立つ湿原が、自然のゆっくりとした時間の中でゆ

るやかに変化していくという、湿原本来の姿に近づけていきます。 

○森林、河川、湿原生態系の間での健全な物質循環を回復する。 

○流域の開発などによって発生する土砂や汚水などの湿原への流入を減らす。 

 

３．湿原と持続的に関われる社会づくり（社会・経済環境） 

国立公園への指定等により湿原を保全するとともに、湿原に与える負荷を減らすような環境に

配慮する産業や、環境にやさしいライフスタイルを確立・普及するなど、流域全体で湿原ととも

に生きる豊かな地域づくりを進めます。 

○釧路湿原を保全する上で、不十分な点が見られれば、保護区を設定したり、買い上げを行うな

どで保全する。 

○自然再生の取り組みによって、暮らしの安全性や快適性の両立を目指す。 

○情報を共有することを通じて地域の理解を広げ、地域づくりの主体として多くの流域住民が立

ち上がり参加することによって地域主導の取り組みになるように展開していく。 

○環境教育の場として積極的に展開し、多くの人が湿原の大切さを体感し、より身近に感じられ

るようにする。そして適切な保全と利用のルールやマナーの共通認識を持つとともに、地域に景

観の維持回復の機運を広げる。 

○自然再生を中心として流域における人々の交流が活発化するなかで、いろいろな役割や新たな

仕事が生まれ、再生の取り組みを誇りを持って次の世代に引き継ぐことを目指す。 

 

                                                   
15 釧路湿原の現在の面積は、算出方法・対象とする範囲・含める植生タイプなどによって違いがあり
ますが、これまで以下のような数字が出されていました（湖沼をのぞく値）。本協議会では、2012 年
から 2014 年かけて、最新の空中写真や植生図、泥炭分布図などを元に整理した 248.9k ㎡を用いるこ
とにしています（湖沼を含むと 258.4k ㎡、釧路自然環境事務所 2012, 2013, 2014）。この数字は、従
来算出されていなかった支川周辺の湿地等を含めているため、やや大きい数値となっている。 

釧路開発建設部(1999)．．．194.3k ㎡．．．．空中写真(1996)の判読による 
釧路開発建設部(2000) ．．212.2k ㎡．．．．衛星写真(2000)の判読による 
環境庁(1988) ．．．．．．．．．210.0 k ㎡．．．．現存植生図を元に算出 
環境庁(2000) ．．．．．．．．．197.4 k ㎡．．．．現存植生図と空中写真を元に算出 
環境省・金子(2003) ．．．193.6 k ㎡．．．．地形図の地図記号から算出 
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(3)流域全体の評価項目 

 対象とする流域の現状と、自然再生の取組み状況について把握するために、（2）の各目標につ

いて、以下のような項目について定期的な評価をします。 

 評価は、①釧路川流域全域（面積 250,686ha）、②湿原周

辺域（湿原から半径 5キロ圏内を想定、面積 86,058ha）、③

湿原域（潜在的な釧路湿原の範囲、面積 34,020ha）のいず

れかを対象として実施します（図 4-1）。 

 

１．湿原生態系の質的量的な回復（生物環境） 

●湿原・森林・湖沼等に関する面積 

●指標種の生息・生育状況  

●湿原に影響を与える種（外来生物、シカ等）の生息・

生育状況  

●河川環境の状況  

 

２．湿原生態系を維持する循環の再生（物理・化学環境） 

●流域の水循環の状況 

●流域の水の移動に伴う物質動態状況 

 

３．湿原と持続的に関われる社会づくり（社会・経済環境） 

●地域づくりの推進状況 

●自然再生の普及と環境教育・市民参加の促進状況  

 

４．自然の保全・再生に関する現状と取組み状況 

●保全体制の状況 

●自然再生の取組み・事業数 

 

 

 

 

 

 

 

図 4-1.流域評価の単位となる区域 

今回新設 
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◎評価項目詳細（例） 

１．湿原生態系の質的量的な回復（生物環境） 

湿原・森林・湖沼等に関する面積 

・湿原面積 

・低層湿原（ヨシ・スゲ群落）・低層湿原（ハンノキ群落）・高層湿原そ

れぞれの面積  

・丘陵林と接する湿原の延長 

・湖沼・開放水面の面積・分布 

・自然林の面積 

・裸地・荒廃地の面積 

指標種の生息・生育状況 ・分布範囲  

湿原に影響を与える種（外来生物、シ

カ等）の生息・生育状況 
・分布範囲  

河川環境の状況 

・自然な形状の河川の総延長 

・河畔林や氾濫原の面積・分布・冠水頻度分布  

・淵・瀬、各種底質の分布面積 

・魚類の移動の阻害となる河川横断物の数  

 

２．湿原生態系を維持する循環の再生（物理・化学環境） 

流域の水循環の状況 ・河川水位や湿原地下水位   

流域の水の移動に伴う物質動態状況 

・流量や流砂量及び栄養塩負荷量の流域での収支 

・湿原・湖沼における土砂堆積量 

・流砂量・栄養塩負荷量 

・土砂調整地・緩衝帯などの設置数 

 

３．湿原と持続的に関われる社会づくり（社会・経済環境） 

地域づくりの推進 

・観光入り込み数、宿泊数 

・自然再生や湿原を活用した観光事業事例数･行事数 

・自然再生や湿原を活用した商品開発数・販売実績 

自然再生の普及と環境教育・市民参

加の促進状況 

・メールニュースの受信数 

・ウェブサイトへのアクセス数、関連記事の報道掲載数 

・「ワンダグリンダ・プロジェクト」登録団体数・行事開催数・延べ参加

者数 

・湿原を活用した授業プログラムの実施状況（使った学校の数、授業

を受けた生徒の数） 

 

４．自然の保全・再生に関する現状と取組み状況 

自然再生の取組み・事業数 

・実施計画の策定数 

・事業の実施数 

・各事業の成果 

保全体制の状況 

・国立公園、保護林、保安林等の面積 

・関係機関・関係団体やナショナルトラスト運動などによる森林の買

い上げ面積 
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第 5章 目標達成のための施策と評価方法 

 

 ここでは、４章に掲げた目標を達成するために必要な施策を７つの分野に分けて具体的に挙げ

ています注)。これらの分野は相互に関連性を持っているので、総合的に計画を立てて進めていく

ことが重要です。 

 ここに挙げた施策は、今後、目標を少しでも達成していくための手がかりとして考えられるも

のを例示しています16。これら以外の施策についても、必要に応じて追加していきます。 

 現状の把握や評価方法が明らかになっていない分野では、参考となるデータを紹介しています。

不足しているものについては、充実させていく必要があります。 

 達成すべき目標の設定と評価方法についは、以下のように考えています。 

●数値的な目標は、今後、情報の集積と協議会での検討を重ねて具体的に設定していきます。 

●個別の事業の評価とは別に、流域全体でどのように変化したかについても評価します。 

●各施策の達成状況は、5 年ごとに点検し、10 年ごとにそれに基づき施策と評価方法を見直すよ

うにします。ただし、緊急に対応すべきことや修正しないと重大な影響が出るときには、必要に

応じた見直しをします。 

                                                   
16 個別の事業の詳細な計画はここに示していませんが、それらは各事業の「実施計画」などに詳しく

記述されることになります。] 
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注)「目標(4 章)」と「施策と評価方法(5 章)」の関係と区分方法について 

 自然再生の目標と、その達成のための具体的な施策、成果の評価方法の関係について、以下の

図のようにまとめました。 

 4 章では、３つの分野に分けて流域として目指すべき目標を掲げ、その達成状況を評価する項

目を整理しました。この 5 章では、それらを達成するための具体的な施策を 7 つの分野に分けて

示しました。 

 まずは、現在の釧路湿原を維持するため、国立公園などの制度による保全体制を構築すること

を前提とし、もっとも基本となる湿原生態系の保全・再生を施策１としてまとめ、湿原とつなが

りを持つ河川の保全・再生、丘陵地の森林の再生をそれぞれ施策２・施策３としてまとめました。

この 3 つの施策は主に生物環境に関わる施策です。そして、それらの生物環境の間で行き来する

水や物質の循環系については施策 4 に、土砂の移動については施策５にまとめました。また地域

産業と連携した湿原の賢明な利用、地域づくりの推進について施策６にまとめました（2015 年の

見直しにおいて新設）。さらに、これら 6つの施策をより円滑に進めるための、自然再生の普及と

環境教育・市民参加の促進についての取り組みを施策 7としてまとめています。 

それぞれの施策は、対応する小委員会を設置して検討を進めますが、横断的な検討も必要と考

えています。 

 

 

 

 

 

 

【目指すべき姿】＝再
生に携わる人が共有で

きる将来像、夢

○シマフクロウ・イトウなどの生き物が暮らし、人々に恵みを持続的にもたらしてくれる湿原
○ラムサール条約登録前のような湿原環境

【目標】＝流域全体
としての到達すべき

３つの目標

１．湿原生態系の質的量
的な回復

　（生物環境）

２．湿原生態系を維持す
る循環の再生

　（物理・化学環境）

３．湿原生態系と持続的
に関われる社会づくり

（社会・経済環境）

【評価基準】＝
各施策が達成さ
れたかどうかを
評価するための

基準

【施策】＝各目標
を達成するための
7分野における具

体策

１ 湿原生態
系と希少野
生生物生息
環境の保
全・再生

２ 河川環
境の保
全・再生

３ 湿原・河
川と連続し
た丘陵地の
森林の保
全・再生

４ 水 循
環 ・ 物 質
循環 の再
生

５ 湿原・河
川・湖沼へ
の土砂流
入の防止

６ 自然再生
を通じた地

域づくりの推
進

湿 原 植 生 の 復
元、生息環境の
保全、外来種の
除去など

蛇行河道の
復元、氾濫
原の回復、
連続性の確
保など

地下水位の
保全・復元、
流入水の水
質の修復な
ど

観光振興や農
業・漁業との連
携、湿原利用の
ガイド ライン化
など

森林の回復・復
元、生態系に配
慮した施業の実
施など

生 産 源 で の
流出の抑制、
湿 原 へ の流
入 量 の 軽減
など

湿原面積、希少
種の個体数、外
来種の分布面積
など

河川形状・
冠水頻度の
多様性、河
川性動植物
の種数など

地 下 水 位、
栄養塩負荷
量など

地域産業との連
携・ 波 及効 果、
新たな商品化な
ど

森 林 面 積 、
樹木サイズ、
森林性動植
物の種数な
ど

流砂量、土砂
堆積量など

７ 自然再生
の普及と環境
教育・市民参

加の促進

情報の発信･共
有 、 環 境 教育
の 推 進 、 市民
参加の促進な
ど

指導者数、行
事 ・ 実践 数、
関心の拡大、
利用による負
荷など
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1 湿原・湖沼生態系の保全･再生17
 

 この施策では、湿原の生態系と希少種を良好な状態で維持するため、湿原の保全・再生を図り

ます18。また、湿原特有の野生生物を保全するため、外来生物が及ぼす影響を減らします。 

   

(1)現況と課題 

 釧路川流域では、1960 年代から都市開発・農地開発が進み、湿原とその周辺部においても、宅

地・農地造成、道路整備、河川改修など湿原開発がなされてきました。その結果、湿原面積が直

接的に減少した（図 5-1）ほか、湿原内へ多くの土砂や栄養塩が流入し、ハンノキ林が拡大する

など（図 5-2）、質的にも急速に変化してきました。これらの影響を受けて、湿原特有の希少な野

生生物※の中には、個体数や分布面積が減少している種も見られます（図 5-3・図 5-4）。 

 また、1930 年代に食用・エサ用として摩周湖に持ち込まれたウチダザリガニ、1950 年代に本格

的な飼育の始まったミンクなどの外来生物が湿原内で繁殖し（図 5-5）、その影響で在来生物が減

少するなど、湿原生態系のバランスが崩れ始めています。 

  

※釧路湿原では、環境省・北海道のレッドデータブックに掲載されている絶滅の危険がある種として、植物では

カラフトノダイオウ・ハナタネツケバナ・カラフトグワイなど 73 種、哺乳類ではチチブコウモリなど２種、鳥類

ではタンチョウ・オジロワシ・クマゲラなど 29 種、両生類はキタサンショウウオ１種、魚類ではイトウ・エゾト

ミヨなど 14 種が挙げられています（高橋・高嶋 1993、橋本 1997 など）。 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

    図 5-1．湿原域の土地利用・植生の変化 （図 5-2 のデータに基づく） ※数値は暫定のものを含む 

                                                   
17 ここでいう「保全・再生」は、本来「再生」という言葉にまとめられます。ただ、施策１～３（生

物系）では「保全を含んでいない」と誤解されやすいので、あえてこう表記しました。 
18 この施策は、湿原そのものの再生を扱いますが、施策は生物分野にしぼるようにしています（物理・

化学系は施策４・５で扱うため）。 

湿原の面積は、南部の宅地開発や北部の農

地開発で 1950 年以降徐々に減少していま

す。1980 年以降は、ヨシスゲ群落の面積

の減少とハンノキ群落の拡大が進行しま

した。2004 年以降は大きな変化はありま

せん。 

33,064

20,144
14,771

11,400 11,309

7,328

8,084

10,076 10,148

1,838

2,692
5,504 5,486

0

10,000

20,000

30,000

過去 1947年 1977年 2004年 2010年

(ha)
湖沼 水域 高層湿原 ヨシスゲ群落 ハンノキ群落

河畔林など その他 牧草地など 市街地など

集約凡例 推移 推移 推移

湖沼 956 956 956 956 956 956 956 956

水域 587 0 587 101 688 0 688

高層湿原（ミズゴケ群落） （下記に含む） 881 △ 420 461 △ 0 461

低層湿原（ヨシスゲ群落） 20,144 14,771 △ 3,372 11,400 △ 91 11,309

低層湿原（ハンノキ群落） 7,328 756 8,084 1,993 10,076 72 10,148

河畔林など 2,344 99 2,443 △ 462 1,980 20 2,000

その他 94 595 689 △ 427 263 17 280

牧草地など 1,838 855 2,692 2,812 5,504 △ 19 5,486

市街地など 730 2,186 2,917 △ 225 2,692 0 2,692

計

1,366

△ 4,492

8,178

34,020 34,020 34,020

2010年

27,455 24,868 24,88631,698

34,020

5,609 8,196

1950年 1980年 2004年
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図 5-2 湿原の分布の変化（1950 年、1980 年、2004 年、2010 年） 

     ※植生図、地形図、土地利用図、空中写真などを基に作成。 
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図 5-5．外来生物ウチダザリガニの分布確認地点（蛭田 1998・渡辺ほか 2014 を改変） 

 

(2)本施策において達成すべき目標、目指す状態（成果目標） 

 以下の 5つの目標ごとに具体的な施策を展開します。 

①良好な湿原環境を有している区域の現状面積が維持されるように、湿原を保全します。 

②湿原特有の野生生物が安定して生息・生育できるような環境を保全・復元します。 

③湖沼の野生生物が安定して生息・生育できるような水質や水量を保全・復元します。 

④過去に湿原であって、現在は産業利用されていない湿原周辺の未利用地等を、「湿原」や「湿原

と社会経済活動との緩衝帯」として回復・復元します。 

⑤湿原生態系への悪影響が懸念される外来生物等の影響を低減することを目指します。 

 

(3)実施すべき内容・手法（行為目標） 

①良好な湿原の保全 

・保護区の設定や管理を適切に実施する 

・保全対象地の現況を把握する調査を実施する 

②湿原特有の野生生物の生息環境の保全・復元 

・絶滅の危険性を減らすための保全策を構築する 

・保全対象地の種の現況を把握する調査を実施する 

0

10

20

30

1970年代 1980年代 1990年代 2000年代

(捕獲数)

図 5-3．釧路川におけるイトウの釣り捕獲
数の推移 （鷹見・川村 2008 を改変） 

図 5-4．北海道のタンチョウの個体数の推移
（生息状況一斉調査データによる） 

イトウは 1980 年

代以降の捕獲数が

急減しています。

タンチョウは現在

個体数が回復して

いますが、明治期

には絶滅の危機に

瀕していました。 

人間が持ち込んだ外来種

であるウチダザリガニは、

湿原内の多くの河川や湖

沼で確認されています。分

布は拡大しており、在来種

日本ザリガニの生息域を

脅かしています。 
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③湖沼の野生生物の生息環境の保全・復元 

・水質や水量を保つための保全策を構築する 

・保全対象の種の現況を把握する調査を実施する 

④湿原周辺の未利用地等の回復・復元 

・地下水位の回復･復元、冠水頻度の回復･復元   → ２河川再生・4水循環再生と連携 

⑤外来生物の管理手法の確立 

・外来生物の分布域の抑制をはかる。 

・外来生物の利用を抑制し、逸出を防止する 

・外来生物の分布の現況等を把握する調査を実施する 

 

(4)成果の評価項目・評価手法の例 

②湿原特有の野生生物の生息環境の保全・復元 

・湿原構成種の現存量・種組成の回復・復元状況（目標となる対象区・モデルとの比較） 

・指標種・希少種の個体数・分布面積の安定化（対象種の分布状況） 

③湖沼の野生生物の生息環境の保全・復元 

・周辺地域との土砂・栄養塩の収支 

・指標種・希少種の個体数・分布面積の安定化（対象種の分布状況）  

④湿原周辺の未利用地等の回復・復元 

・地下水位や冠水頻度の回復・復元状況（目標となる対象区・モデルとの比較） 

⑤外来生物の管理手法の確立 

・対象外来生物の分布面積の抑制 
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2 河川環境の保全・再生 

 この施策では、湿原への土砂・水の供給を適正にするために、河川環境を再生します。また、

湿原と一体化した豊かな河川生態系の保全と景観の復元を図ります。 

   

(1)現況と課題 

 これまでに釧路川では、蛇行した河川を直線化するなどの河川改修が実施され（図 5-6）、河川

の氾濫が減少するとともに、地下水位を低下させて新たな土地の利用が可能となるなど、流域の

土地利用は進みました。 

 一方で、治水・利水重視の河川の整備は、河川の持つ多様な機能を低下させ、周辺の環境を巻

き込みつつ河川環境に以下のような大きな変化を及ぼしました。 

●淵や瀬、中州の減少などに

よる生物の生息環境の単純

化 

●河床や氾濫原の攪乱頻度

の変化に伴う生物の生息環

境の変化 

●地下水位の低下に伴う周

辺の土地の乾燥化などの植

生の変化 

●河川の掃流力の変化など

に伴う流入土砂・栄養塩の増

加 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 5-6．釧路川流域の河道変遷

図（釧路開発建設部 2004 などを

改変） 

 

 釧路川本川は、戦前から

1960 年頃にかけて直線化

が進んでいます。 
 下流部から上流部へと

順に直線水路がつくられ

ていることが分かります。 
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(2)本施策において達成すべき目標、目指す状態（成果目標） 

 以下の 4つの目標ごとに具体的な施策を展開します。 

①良好な環境を有している河川が維持されるように保全します。 

②湿原への負荷を軽減し、河川の生態系を保全するために、河川本来のダイナミズム（自然の川

の攪乱・更新システム）を回復・復元します。 

③河川生態系を代表する野生生物を保全するために、河畔林・氾濫原、淵・瀬など多様な環境を

復元・修復します。 

④生物の移動の阻害を解消するために、河川の上流から下流に至る連続性（縦断的連続性）や河

岸から河道に至る連続性（横断的連続性）を保ちます。 

 

(3)実施すべき内容・手法（行為目標） 

①良好な環境を有している河川の保全 

・現存する自然蛇行河川と氾濫原の保全策を実施する 

・河川に特有の野生生物の保全策を実施する 

②河川本来のダイナミズムの回復・復元 

・蛇行した河川形状を復元する 

・川の自然状態の氾濫状況を復元する →1湿原再生・4水循環再生と連携 

③河畔林など多様な環境の復元・修復 

・河畔林の復元・修復を進める 

・河道の変化を許容できるように可能な箇所は河川周辺に余裕を持たせる 

④河川の連続性の復元・修復 

・魚道の設置やダムのスリット化などによって、移動の阻害を解消する 

・護岸の改良や流路変動を許容する管理によって、氾濫原と河川の間の連続性を確保する 

 

(4)成果の評価項目・評価手法の例 

②河川本来のダイナミズムの回復・復元 

・氾濫面積、冠水頻度、地下水位動態（目標となるモデルとの比較） 

・水理諸量（河川の形状、流速、水深など）や底質などの物理環境の復元状況（目標となるモデ

ルとの比較） 

③河畔林など多様な環境の復元・修復 

・河川指標種・希少種の個体数減少の防止・分布面積の安定化（対象種の分布状況） 

④河川の連続性の復元・修復 

・移動性通過魚類（サケマス類）の分布・採餌環境の量 

・下流部に位置する湿原への土砂流入の減少 
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3 湿原・河川と連続した丘陵地の森林の保全・再生 

 この施策では、湿原への土砂の流入を軽減し、水環境を保全するために、流域内の森林をさま

ざまな方法で再生します。また、湿原や河川ともつながりを持つ、地域本来の豊かな森林生態系

を再生します。 

   

(1)現況と課題  

 釧路湿原の流域における森林施業は明治初期から行われ、戦前は枕木・用材・坑木・薪炭材・

パルプ原木として、戦中は軍の陣地用材として大量に伐採され、原生的な森林はほとんど姿を消

してしまいました。 

 さらに 1960 年代以降は、広葉樹を伐採してカラマツなどの針葉樹を積極的に植林することが推

奨され、人工林の比率が高まりました（現在約 40%、図 5-7・図 5-8）。また農地開発や宅地開発

によっても森林面積は少しずつ減少しています（ここ 50 年で約 20%）。現在、湿原周辺の森林は

民有林が多く（図 5-9）、度重なる伐採で小径木化した広葉樹林と、造林から 40 年程度経たカラ

マツ人工林が多くなっています（図 5-10）。 

 産業利用のために森林が切り開かれた場所の中には、1990 年代のバブル期までのゴルフ場開発

などのために買収されたものの開発申請後未着手の場所が残されています。また、土砂採取や産

業廃棄物投棄のために裸地状態で利用されている場所も多くあります。 

 このように過去の経済活動により釧路湿原流域に占める森林面積は減少しており、湿原への土

砂流入量の増加、雨水の流入量の不安定化、湧水の消滅といったことが懸念されます。また、大

径木のある自然林が減少したことや、単一樹種の一斉造林地が増加したことなどから、生態系の

質の低下も課題となっています。造林地では十分な維持管理ができずに、森林が荒廃していくこ

とも懸念されています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

     図 5-7 湿原周辺域の森林の変化 図 5-8 のデータに基づく 
 

湿原周辺の森林は、1950 年から

1980 年にかけてで大きく減少し

ています。その一方でカラマツな

どの人工林が増加しています。

2004 年以降は大きな変化はあり

ません。 

面積(ha) 1947年 1977年 2004年 2011年

人工林 827 8,535 9,361 12,817 22,178 562 22,740

自然林 70,138 △ 20,815 49,323 △ 16,433 32,890 △ 386 32,505

伐採跡地など 3,729 4,973 1,939 1,761

74,694 △ 11,036 63,658 △ 6,650 57,008 △ 3 57,005
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   図 5-7 湿原周辺域の森林分布の変化 森林調査簿・植生図・土地利用図に基づく 
 

(2)本施策において達成すべき目標、目指す状態（成果目標） 

 以下の 4つの目標ごとに具体的な施策を展開します。 

① 現在良好な機能を有している森林が維持されるように保全します。 

② 過去に森林が失われて裸地等になり、土砂流出などで湿原や河川に影響を与えるおそれのある

場所に、森林を回復・復元します。 

③ 無立木地や造林地で、荒廃していたり効果的な産業利用が行なわれていない場所を、地域本来

の森林生態系を取り戻すように回復・復元・修復します 

④ 木材生産が行なわれている森林では、生態系の保全や水循環、土砂流出防止に配慮した森林施

業が実施されるようにします。 
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    図 5-9 森林所有者の分布          図 5-10 流域の人工林の齢級分布図 
 

(3)実施すべき内容・手法（行為目標） 

 森林の再生は広範囲な地域にわたり、土地の所有形態・利用形態も多様です。計画の策定・手

法の検討にあたっては、客観的なデータを集積して、流域単位での検討を進めることが重要です。 

 また、森林の復元については、市民グループや地方自治体での取り組みも多く、今後も市民参

加が大きく期待できることから、これらの取り組みと連携し、さらに市民が参加しやすい形態に

する必要があります。 

   

①良好な機能を有している森林の保全 

・自然の姿に近い森林は、保護林・保安林などとして位置づけ、維持されるようにする。 

・関係機関・関係団体やナショナルトラスト運動などによる森林の買い上げと保全を進める。 

・保全している森林の機能や生態系についての情報を把握し、広く共有する。 

②裸地等の森林の回復・復元 

流域の約半分の森

林は民有林で、特

に湿原周辺は民有

林が大多数を占め

る。 

流域の森林は、カ

ラマツの伐期とな

る 40 年を超える

森林が約半数を占

めている。 
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・廃道となった作業道や利用されていない裸地における土砂流出防止対策を進める。  →5

土砂 流入抑制と連携 

・過去の人為的な影響により森林の回復が遅れている場所では、阻害している要因（動物によ

る過剰な被食、表土の硬質化、乾燥、外来植物の繁茂など）に対して対策を講ずる。 

・自然に森林が回復することが困難な場所には、播種・植栽を行なう。その場合は、本来生育

していた樹種を用い、遺伝的攪乱を防ぐために地元の種苗を用いることを基本とする。 

③無立木地や造林地における森林生態系の回復・復元・修復 

 ササ草地やカラマツ人工林なども、土砂流出の軽減などの機能を果たしていますが、可能な

場所については、地域本来の良好な森林を目指す工夫が考えられます。 

・渓流や湿原に隣接する場所は連続した生態系として重要なため、積極的に地域本来の森林へ

の復元を進める。 →1湿原再生、2河川再生、4水循環再生と連携 

・現在の植生が急激に変化することによる悪影響に考慮し、復元・修復は徐々に進める。復元

にあたっては②と同様の手法をとる。 

④生産が行なわれている森林での配慮・修復 

・生産を行なっている人工林についても、下層植生の繁茂を促すため積極的に間伐を行なうな

ど、森林生態系に配慮した施業を実施する。 

・作業道からの土砂流出を軽減するような対策をとる。新たに作業道を開設する場合は、計画

的な配置や排水対策等に努める。 →5土砂流入抑制と連携 

・民間の森林所有者とも連携して、湿原への負荷を減らし森林生態系の質を高めるような森づ

くりを進めていく。 

 

(4)成果の評価項目・評価手法の例 

②裸地等の森林の回復・復元 

・再生した森林の樹木の平均胸高直径・平均樹高・面積当たりの本数・成長量・種組成 

③無立木地や造林地における森林生態系の回復・復元・修復 

・再生した森林の指標になり得る野生生物の個体数・種数 

・再生した森林の影響を受ける湿原・河川における動植物の個体数・種数 

・丘陵林による被覆、湧水量の復元状況（目標となるモデルとの比較） 

④生産が行なわれている森林での配慮・修復 

・再生した森林の影響を受ける湿原・河川への土砂流出量 
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4 水循環・物質循環の再生 

 この施策では、湿原の生命の源となっている河川水・地下水などの水環境の保全・修復を図る

とともに、流域における健全な水循環・物質循環の維持を図ります。 

(1)現況と課題 

 流域の開発による土地利用形態の変化、気象条件の変化などから、水や物質の循環のしくみが

変化し、湿原生態系が変化していると考えられています。流域の視点から、水・物質循環系を把

握し、健全な状態を維持・形成していく必要があります。 

 釧路川流域の丘陵地は、火山灰質であるために透水性が高い地質となっています。そのため、

水の収支を考える上では、特に地下水の動きに注目することが重要です。 

 東部 3 湖沼ではアオコが発生したり水生植物が減少したりするなど、河川や湖沼の近年の水質

の悪化も懸念されています（図 5-11、図 5-12）。 
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 東部の 3 つの湖沼では

2000 年までに水質が悪化

してきている。達古武湖で

は 2004 年に非常に高い値

を示したが、その後はやや

減少傾向に落ち着いてきて

いる。 
 河川の水質は 2000 年前

後にやや悪化傾向が見られ

たが、現在は環境基準以下

となっている。 

図 5-11 釧路川の水質の経年変化 

（BOD75%値、国土交通省 水文水質データベースに基づく） 

    図 5-12 東部 3 湖沼の水質の経年変化 

（全リン量、高村 2003・釧路自然環境事務所 2012 などに基づく） 
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(2)本施策において達成すべき目標、目指す状態（成果目標） 

 以下の 3つの目標ごとに具体的な施策を展開します。 

① 釧路川流域の水・物質循環メカニズムを把握し、施策 1～3 の手法の検討や評価が可能となる

ようにします。 

② 湿原の本来の望ましい地下水位を保全・復元します。 

③ 湿原や湖沼、河川に流入する水質が良好に保たれるよう、栄養塩や汚濁物質の負荷を抑制しま

す。 

   

(3)実施すべき内容・手法（行為目標） 

①釧路川流域の水・物質循環メカニズムの把握 

・気象・水文環境を把握する 

・水理・地質構造を把握する 

・水収支、水の移動にともなう物質動態を把握する 

②望ましい地下水位の保全・復元 

・地下水の動態を把握する 

・湿原植生が維持される地下水位を保全・復元する  →1湿原再生、2河川再生と連携 

③流入水の水質の保全・修復 

・家畜ふん尿対策や下水道整備などによる負荷の軽減をはかる 

・旧川復元などによる土砂流入・栄養塩類の軽減をはかる →2 河川再生と連携 

・裸地の森林化などによる土砂流入・栄養塩類の軽減をはかる  

                     →3 森林再生、5土砂流入抑制と連携 

・土砂調整地・緩衝帯などによる土砂流入・栄養塩類の軽減をはかる  →5 土砂流入抑制と連携 

・湧水地の保全策をはかる  →1湿原再生、3森林再生と連携 

 

(4)成果の評価項目・評価手法の例 

②望ましい地下水位の保全・復元 

・河川水位や湿原地下水位 

③流入水の水質の保全・修復 

・下流部における流砂量や栄養塩負荷量の減少  
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５ 湿原･河川･湖沼への土砂流入の抑制 

この施策では、湿原や湖沼への急激な土砂の堆積による環境の悪化を防ぐため、流域からの土砂

流入量を軽減します。 

(1)現況と課題 

 1960年代から流域の経済活動の拡大に伴い、流域から湿原への土砂流入量が増加しています（図

5-13、図 5-14）。これは、森林が減少し裸地が増えたことや、河道が直線化されて流れが速くな

り川底が削られていること（図 5-15）、上流・中流での氾濫頻度が減るようにしたため下流まで

土砂が来やすくなったことなどによります。 

 その結果、釧路湿原内では土砂の堆積が見られる場所が近年になって多くなり、生態系の質の

低下や景観の悪化が懸念されています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 5-11 主要河川の浮遊砂の収支（1999-2012 年） 釧路開発建設部のデータに基づく 

 
図 5-12 久著呂川周辺の濁水分布域とその濃度変化（中村ら 2004） 
 
 

 湿原に流入する細かい砂

は、特に久著呂川で多く発

生しています。 

 1984 年にはまばらで濃度の低い濁

水が広がっているのに対し、1989 年

以降は高濃度の濁水が流路の西側に

集中し、1994 年には全体に広がって

います。 
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図 5-13 雪裡川中流部における河床低下の状況 
 

(2)本施策において達成すべき目標、目指す状態（成果目標） 

 以下の 3つの目標ごとに具体的な施策を展開します。 

①土砂の生産・流送・堆積のメカニズムを把握し、施策 1～3の手法の検討や評価が可能になるよ

うにします。 

②土砂生産源での流出を抑制します。 

③土砂の流出を抑えることが困難な場合は、湿原に流入する手前での沈砂を図ります。 

   

(3)実施すべき内容・手法（行為目標） 

①土砂の生産・流送・堆積メカニズムの把握 

・生産源を流域単位で把握する 

・生産・流送・堆積の履歴を把握する     →4水循環再生と連携 

②土砂生産源での流出量の抑制              →4 水循環再生と連携 

・生産源となっている裸地を森林に復元する     →3森林再生との連携 

・河川本来のダイナミズムの復元をはかる        →2 河川再生との連携 

・河岸浸侵食・河床低下の防止策を講じる 

③湿原への土砂流入量の軽減 

・土砂調整地・沈砂池・緩衝帯などの設置をはかる →4水循環再生との連携 

 

(4)成果の評価項目・評価手法の例 

②土砂生産源での流出量の抑制 

・流砂量の減少  

③湿原への土砂流入量の軽減 

・捕捉した土砂量 

護岸の変形・変状

橋梁基礎
の露出

河床低下
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６ 自然再生を通じた地域づくりの推進 

 この施策では、地域産業と連携した湿原の「ワイズユース」（賢明な利用）19により、釧路湿原

を保全・再生することによって、将来にわたり地域産業が豊かになる取組みを進めます。 

 

（１）現況と課題 

 流域の観光入り込み数は、国立公園指定後に急増し、近年はアジア諸国からの来訪者も増加し

ています（グラフ）。観光の形態も多様化し、エコツアー、カヌー、バードウォッチングなど、釧

路湿原ならではの自然資源を活かした体験型観光が盛んに行われています。また、近年は避暑地

として道外からの長期滞在者が増加している他、流域市町村では移住者の誘致も活発に行われて

います。 

 協議会では、湿原の保全と利用促進を両立させるべく、釧路川のカヌー利用者に対するガイド

ラインの作成、自然再生の見学や体験機会の提供、鶴居村をモデルとしたガイドマップの作成等

を進めてきました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    図 5-14 釧路管内の観光客入込み数の推移と外国人旅行客の宿泊延数 
 

 しかし、地域の産業と自然再生の相互貢献のあり方は十分に形が見えておらず、その方向性や

推進方策は検討途上にあります。今後、地域経済・文化の担い手との対話や自治体との政策連携

を深め、湿原やその周辺の環境を持続的に利用する産業発展のあり方を検討し、連携を図る必要

があります。 

 なお、湿原の活用促進にあたっては、利用マナーに関する問題やオーバーユース（過剰な利用

による環境悪化）が懸念され、これらに対する配慮が必要です。併せて、地域の観光資源である

景観の保全や廃棄物等の環境負荷の低減についても考えていく必要があります。 

                                                   
19 「ワイズユース」は、健康で心豊かな暮らしや産業などの社会経済活動とのバランスがとれた湿原の保

全を推進し、子孫に湿地の恵みを受け継いでいくための重要な考え方です。人間の行為を厳しく規制して湿

地を守っていくのではなく、湿地生態系の機能や湿地から得られる恵みを維持しながら、私たちの暮らしと

心がより豊かになるように湿地を利用する「ワイズユース」を進める取り組みを実施可能なことから進めま

す。 
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(2) 本施策において達成すべき目標、目指す状態（成果目標） 

 湿原の「ワイズユース」（賢明な利用）の実現に向けて、以下の３つの目標ごとに具体的な施策

を展開します。 

① 自然再生と地域の産業・文化の振興を両立させる具体的な取組が事業化、政策化され、自立的、

継続的に進められている状況を目指します。 

② 湿原の利用に関するガイドラインやルール作りを進めます。 

③ 産業やくらしの中での環境負荷軽減や景観への配慮が進み、地域で認知、定着するとともに、

来訪者にも伝わっている状況を目指します。 

 

(3) 実施すべき内容・手法（行為目標） 

①観光などの地域振興による湿原の賢明な利用 

・釧路湿原を活用した観光振興に向けて、新たな観光メニューの導入を図る 

・自然再生活動や地域産業に参加したりするなどの「エコツーリズム」型利用を推進する 

②地元産業との連携の検討 

・自然再生による農業や漁業などの地元産業への貢献について検討し、可能なことから実施す

る 

・湿原や流域の自然を活かした地場産品の付加価値向上を検討し、地元産業との連携を進める 

・環境の保全と地域の産業発展が経済的に両立するように、生産者と消費者の理解を深める方

策を進める 

③湿原の利用に関するガイドライン・ルール作り 

・湿原と関わりの深いレクリエーション利用による自然環境への影響を把握する 

・自然環境への影響について、緊急性の高いレクリエーションについて、関係者間の合意形成

を図りつつ、利用のガイドラインやルールづくりを行なう 

・湿原について深く学習したり、再生活動や地域産業に参加したりするなどの「エコツーリズ

ム」型利用を推進する 

・利用の適正な誘導を図るために、標識などの整備やガイドブックなどの作成を行なう 

④産業やくらしにおける環境や景観への配慮 

・日々の暮らしや産業、観光における環境配慮の必要性（有効性）を地元の方々や来訪者に働

きかけていきます。 

・地域の財産としての湿原景観を保全する機運を高めていきます。 

 

(4) 成果の評価項目・評価手法の例 

① 観光などの地域振興による湿原の賢明な利用 

・自然再生と観光振興の両立に向けた事業、行事等の実施状況 

・新たなツーリズムの成立状況（長期滞在・移住者の参加状況等含む） 

・自治体政策や地域づくりへの波及状況 

・長期滞在者数 

・道路の交通量 
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・関連施設の利用状況 

② 地元産業との連携の検討 

・地域の産業関係者との対話や連携の実施状況 

・地元産業との連携に関する有意な進展の事例 

③ 湿原の利用に関するガイドライン・ルール作り 

・レクリエーション利用等による負荷の減少 

④ 産業やくらしにおける環境や景観への配慮 

・環境負荷低減や景観配慮事例の収集・発信状況 

・環境・景観配慮に関する報道状況や新たな取り組みの誘発状況 
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７自然再生の普及と環境教育・市民参加の促進 

 この施策では、釧路湿原で行われる自然再生について広く流域の人々や利害関係者に伝え、そ

の必要性や方向性、実施状況等についての理解や共感を広げていきます。また、湿原に関する環

境教育を推進し、流域の多くの人々が湿原に関心を持ち、湿原のワイズユース（賢明な利用）に

向けて行動する状況の実現を目指します。さらに、地域や市民の自然再生への直接間接の参加を

支援し、地域と自然再生をつないでいきます。 

 

（１）現況と課題 

 釧路湿原周辺では、自然体験活動や環境教育、環

境保全活動が活発に実施されています。こうした活

動の支援や拡大に向けて協議会が進めてきた「釧路

湿原自然再生普及行動計画」20（ワンダグリンダ・プ

ロジェクト21）でも、魅力的な活動が多種多様に展開

されており、湿原を楽しむ手法、湿原体験や保全活

動への参加機会は、この 10 年で着実に拡充しました

（図 5-15）。地域の NPO や企業による取組も地道に継

続されており、産学民官のゆるやかなネットワーク

もできてきています。 

 これらに加えて、協議会では自然再生の現地見学

や参加機会づくり等を進め、参加者からは一定の評

価を得てきました。また、流域の学校教育での湿原

の活用に向けて、教材の作成・提供や湿原での教員

研修等を実施し、学校を支援してきました（図 5-16）。 

 しかし、流域全体では湿原や自然再生に対する関

心は必ずしも高まっておらず、以下のような課題が

指摘されています。 

・湿原の経済・社会的価値が流域の人々に具体的な

イメージとして伝わっておらず、自然再生の意義

が必ずしも十分に共有されていません。 

・自然再生の具体的な実施状況や成果が地域に十分

に知られていません。 

・協議会の各種会議や WEB サイトによる情報提供は

                                                   
20 釧路湿原の自然再生を環境教育や市民参加とともに進めていくための 5 年ごとの行動計画です。自

然再生推進法に基づく「実施計画」ではありませんが、実施計画に準ずる計画に位置づけ、協議会

として推進しています 
21 「釧路湿原自然再生普及行動計画」の毎年度の具体的な取組の愛称です。「wonderful」（すばらし

い）、「Only one」（ひとつの）、「Green だ！」をあわせた造語で、第 1 期行動計画を開始した 2005

年に参加者からの公募で採択されました。 

ワンダグリンダの参加企業・団体数

0

20

40

2
0
0
5年

度

2
0
0
6年

度

2
0
0
7年

度

2
0
0
8年

度

2
0
0
9年

度

2
0
1
0年

度

2
0
1
1年

度

2
0
1
2年

度

2
0
1
3年

度

（団体）

ワンダグリンダニュースの配信数

0

100

200

300

400

20
0
5
年

度

20
0
6
年

度

20
0
7
年

度

20
0
8
年

度

20
0
9
年

度

20
1
0
年

度

20
1
1
年

度

20
1
2
年

度

20
1
3
年

度

（件）

図 5-15 ワンダグリンダの参加団体数、
配信ニュース数 

11

15

9

8

0

10

20

2007年度 2014年度

中学校

小学校

図 5-16 湿原を活用した取り組みを行っ
ている学校数 



 見直し案― 51 

専門用語が多く、一般市民には難解な内容となりがちです。協議会の各種会議も専門家による

討議が中心となっています。 

・市民が自然再生に参加する機会は以前よりも増えましたが、まだ限定的で参加者の広がりも十

分ではありません。また、自然再生につながる取組であっても、そのことが意識されていない

こともあります。地域や市民が参加する意義、参加の方法や機会を多くの人々に広める必要が

あります。 

・学校教育での湿原の活用には多くの課題があり、学校での取組事例は限られています。 

 自然再生は地域の意思と長い時間を必要とします。そのため、流域の多くの人々が湿原をめぐ

る状況を理解し、将来を担うこどもたちが積極的に参加、行動していく状況を創りだしていくた

めに、産学民官が連携、協働し、継続的に改善に取り組んで行くことが求められています。 

 

(2) 本施策において達成すべき目標、目指す状態（成果目標） 

 以下の３つの目標ごとに具体的な施策を展開します。 

① 釧路湿原の経済・社会的な価値が流域の多様な立場の人々に普及し、地域の資産を維持する手

段としての自然再生に共感が得られ、その実施状況に多くの人が関心を持ち、知られている状

況を目指します。 

② 湿原に関する環境教育や自然再生への市民の参加のあり方について、協議会と地域でその目標

が共有され、対象に応じた効果的な支援や参加機会の拡充等により、湿原に関心を持つ人、学

ぶ人、参加、行動する人が現在よりも増えている状況を目指します。 

③ 湿原周辺の学校において教職員が湿原に関心を持ち、地域の人材との連携の下に湿原を活用し

た地域学習や教科学習が継続的に実践されている状況を目指します。 

 

(3) 実施すべき手法・内容（行為目標） 

① 効果的な情報発信と関心の拡大 

・釧路湿原の価値や現状、自然再生の必要性や実施状況等について、市民向けにわかりやすく発

信する 

・自然再生に関する情報を迅速に公開するとともに、対話や現場の理解等を地道に重ねていく 

② 学校・地域での環境教育の推進 

・学校教育及び社会教育における湿原の活用を支援する 

・自然再生の環境教育への活用を進め、指導者を支援する 

・湿原を活用した環境教育に関する流域の関係機関、施設等の連携を進める 

③ 自然再生への市民参加の促進 

・実施計画ごとに地域や市民の参加のあり方を検討し、定着させていく 

・自然再生や湿原を活かした地域づくりに貢献するすぐれた取組を周知していく 

・寄付等による自然再生への間接的な支援を広げていく。 

・協議会での意見交換を活性化していく 

・これらの活動を推進するための行動計画を作成し、推進していく 
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(4)成果の評価項目・評価手法の例 

① 効果的な情報発信と関心の拡大 

・HP 更新、メールニュース配信、報道発表等による情報発信数 

・HP アクセス数、報道掲載数 

・広報活動や交流行事、対話等の実施回数、参加者数 

・「ワンダグリンダ・プロジェクト」参加数 

・情報発信、対話による波及事項 

② 学校・地域での環境教育の推進 

・学校支援の実施状況 

・学校での実践状況（アンケート調査） 

・環境教育支援活動の波及事項 

③ 自然再生への市民参加の促進 

・自然再生への参加機会の実施数、参加者数、及び参加者の評価（アンケート等） 

・寄付金の収入及び活用状況、具体的な成果等 

・ワンダグリンダ・プロジェクト参加活動の分析 

・自然再生への参加機運に関する具体的な動き 

・参加促進による波及事項 

・行動計画の策定及び進行管理の状況 
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第 6章 役割分担 

 
（１） 協議会構成員や地域住民の果たす役割 

 この全体構想で掲げた目標を達成していくために、自然再生協議会の構成員は、お互いに協力

して、それぞれの取り組みを可能な限り実施・参加していくことが求められます。また、さまざ

まな立場の人々の意見・評価を受け止めて、丁寧に進めていく必要があります。 
 関係行政機関や地方公共団体は、自然再生への取り組みを主体的に推進するとともに、地域住

民などが実施する取り組みについて必要な協力をします。 
 専門家は、科学的なデータの収集をして、その成果が活用されるように提供します。また、そ

れぞれの取り組みの実施や成果の評価が科学的知見に基づいてなされるよう助言します。 
 地域住民や土地の所有者は、湿原やその周辺の環境を持続的に利用する産業や生活を推進しま

す。また、その地域で行なわれる自然再生への取り組みに協力・参加します。 
 ＮＰＯなどの市民団体は、自然再生への取り組みを自主的に実施したり、行政等が行なう取り

組みに参加・協働します。 
 
（２）役割分担表 

 5 章に示したさまざまな施策について、中心となって担当したり連携が求められる構成員につ

いて、以下の表にまとめました。 
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１ 湿原生態系と希少野生生物生息環境の保全･再生              

①良好な湿原の保全 ◎ ◎ ◎  ○  ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ○ ○ 

②湿原の希少野生生物の生息環境の保全・復元 ◎ ○ ◎    ○ ◎ ◎ ◎ ○ ○ ○ 

③湖沼の野生生物の生息環境の保全・復元 ◎ ○ ◎    ○ ◎ ◎ ◎ ○ ○  

④湿原周辺の未利用地等の回復・復元 ◎ ○ ◎    ○ ◎ ◎ ○ ◎ ○ ○ 

⑤外来生物の管理手法の確立 ○  ◎    ○ ◎ ◎  ○ ○ ○ 

２ 河川環境の保全・再生              

①良好な環境を有している河川の保全 ◎ ◎ ◎  ○ ○ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ○ ○ 
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②河川本来のダイナミズムの回復・復元 ◎ ○ ○   ○ ○ ◎ ○  ◎ ○ ○ 

③河畔林など多様な環境の復元・修復 ◎ ○ ○  ○ ○ ◎ ◎ ◎ ○ ◎ ○ ○ 

④河川の縦断的連続性の復元・修復 ◎ ○ ○  ◎ ○ ○ ◎ ◎ ○ ◎ ○  

３ 湿原・河川と連続した丘陵地の森林の保全・再生              

① 良好な機能を有している森林の保全 ○  ◎ ○ ◎  ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ 

② 裸地等への森林の回復・復元 ○ ○ ◎ ○ ◎ ○ ◎ ◎ ◎  ◎ ○ ◎ 

③ 無立木地や造林地における森林生態系の回復・復元・修復 ○ ○ ◎ ◎ ◎  ◎ ◎ ◎  ◎ ○ ◎ 

④ 生産が行なわれている森林での配慮・修復 ○  ○ ○ ◎  ○ ◎ ◎  ◎ ◎ ◎ 

４ 水循環・物質循環の再生              

① 流域の水・物質循環メカニズムの把握 ◎ ○ ○  ○  ○ ◎ ◎ ◎ ◎   

② 望ましい地下水位の保全・復元 ◎ ○ ○    ○ ◎ ○ ○ ◎ ○ ○ 

③ 流入水の水質の保全・修復 ◎ ◎ ○  ◎ ○ ○ ◎ ◎ ◎ ◎ ○ ○ 

５ 湿原･河川･湖沼への土砂流入の抑制              

①土砂の流入・堆積メカニズムの把握 ◎ ◎ ○ ○ ○ ◎ ○ ◎ ○  ◎   

②土砂発生源での流出量の抑制 ◎ ◎ ○ ○ ○ ◎ ○ ◎ ◎  ◎ ○ ○ 

③土砂の流入量の軽減 ◎ ◎ ○ ○ ○ ◎ ○ ◎ ◎  ◎ ○  

６ 自然再生を通じた地域づくりの推進              

①観光などの地域振興による湿原の賢明な利用 ◎ ○ ○ ○ ◎ ○ ◎ ◎ ◎ ○ ◎ ◎ ○ 

②地元産業との連携の検討 ◎ ○ ○ ○ ◎ ○ ◎ ◎ ◎ ○ ◎ ○ ○ 

③湿原の利用に関するガイドライン・ルール作り ◎ ○ ◎ ○ ◎ ○ ◎ ◎ ◎ ○ ◎ ○ ○ 

④産業やくらしにおける環境や景観への配慮 ◎ ○ ◎ ○ ◎ ○ ◎ ◎ ◎ ○ ◎ ◎ ○ 

７自然再生の普及と環境教育・市民参加の促進              

①効果的な情報発信と関心の拡大 ◎ ○ ◎ ○ ○ ○ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎  

②学校・地域での環境教育の推進 ◎ ○ ◎ ○ ○ ○ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ○  

③自然再生への市民参加の促進 ◎ ○ ◎ ○ ○ ○ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎  

◎：主導して積極的に取り組みたいと考えている 
○：行なわれる取り組みに参加したり支援したりしたいと考えている 


